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在留資格認定証明書
交付

審査終了
までの日数

審査終了
までの日数

18.7 19.7

40.0 45.3

24.6 30.8

35.7 49.0

13.4 29.0

24.7 22.2

18.4 52.9

61.7

27.0 60.8

26.4 22.8

21.0 48.4

17.3 19.0

20.4 20.5

21.3 25.7

21.0 13.7

21.2 36.7

17.2 16.5

28.6 37.6

27.2 38.0

35.0 31.7

18.2 9.7

16.9

16.8 21.9

16.8 20.3

16.5 23.2

14.8 18.4

6.7 6.5

14.2 15.4

7.2

23.3 22.8

25.1 28.7

20.1 25.3

19.8 26.5

20.3 29.7

特定技能２号 47.0 42.9

定住者 81.5 32.8 38.8

注）
・ 本件は申請の受理から許可に至るまでの期間（許可を告知するまで）であり、追加資料の提出を求めた場合は、当該資料が提出さ
れるまでの日数が含まれています。また、不許可処分・申請取下げ等は含まれません。
・ 在留期間更新許可申請、在留資格変更許可申請の場合、処分日は許可の告知時（入管局にお越しいただく日）となるため、「処分
（告知）までの日数」には、審査終了から実際に入管局で許可を受けた日までの期間が含まれます。
・ 特定活動は行おうとする活動によって、審査期間が異なります。
・ 「技能実習３号」への在留資格変更について、申請後１か月以上一時帰国した後に許可を受ける事例が含まれています。

日本人の配偶者等 72.6 32.3 35.0

永住者の配偶者等 85.8 32.6 36.1

家族滞在 70.8 32.8 30.2

特定活動 40.3 35.5 38.5

留学 42.1 26.7 25.2

研修 24.3 21.0

文化活動 26.3 26.6 31.2

短期滞在 10.6 7.5

３号イ 21.7 31.0 30.6

３号ロ 25.8 27.9 44.5

44.0 40.2

２号ロ 22.7 25.9 43.5
技能実習

１号イ 24.8

１号ロ 22.4 24.9 16.8

２号イ

技能 81.6 36.9 42.5

特定技能１号 62.1 37.7 56.2

介護 51.0 34.1 48.3

興行 27.5 31.9 25.9

技術・人文知識・国際業務 59.8 31.2 35.1

企業内転勤 40.2 32.1 22.0

研究 49.9 26.9 35.6

教育 38.9 33.4 29.9

法律・会計業務 16.0 37.4 40.5

医療 49.8 33.0 60.3

２号 68.8

経営・管理 90.5 36.3 68.4

17.8 34.5 31.8

１号ハ 40.3 32.1 63.7

報道 81.3 42.9 71.0

高度専門職

１号イ 30.2 23.6 36.9

１号ロ

芸術 49.7 52.6 57.7

宗教 93.5 35.4 39.7

教授 25.9 28.9 29.1

在留期間更新 在留資格変更

処分（交付）まで
の日数

処分（告知）まで
の日数

処分（告知）まで
の日数

在留審査処理期間（日数）

令和5年10月～12月許可分
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外国人エンジニアの受入れ・就労促進
（「国家戦略特別区域外国人エンジニア就労促進事業実施要綱」

令和5年１０月６日 内閣府・出入国在留管理庁決定）

・スタートアップはじめ国内企業の成長を担う
海外の優秀な人材の確保
・国内産業の国際競争力の強化
・国際的な経済活動の拠点の形成

自治体による雇用先企業の経営状況の確認等を
要件に、「技術・人文知識・国際業務」の在留資
格認定証明書交付申請の審査の迅速化及び期
間の明確化を図る。

外国人エンジニアの在留資格審査期間について、
雇用先企業が中小企業やスタートアップの場合、
長期化することもあり、入国時期が予見できず、
企業が人材を計画的に採用することに困難が生
じている。

特例措置前

特例措置

効 果

規制改革の内容 規制改革の概要

入管庁

入管庁

短縮

従前

自治体による

諸外国

標準処理期間
（１～３か月）

〈在留資格認定証明書交付申請審査期間〉

措置

標準処理期間以上に
時間がかかるケースも発生

確認・支援

審査の迅速化・期間の明確化

※ 自治体の確認・支援内容等に
よって審査期間を決定

外国人エンジニア
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在留資格「技術・人文知識・国際業務」

◯ 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）（抄）別表第一の二

在留資格 本邦において行うことができる活動

技術・人
文知識・
国際業務

本邦の公私の機関との契約に基づいて行う理学、工学その他の自然科学の分野若しくは法律学、経済学、社会学そ
の他の人文科学の分野に属する技術若しくは知識を要する業務又は外国の文化に基盤を有する思考若しくは感受性
を必要とする業務に従事する活動（一の表の教授の項、芸術の項及び報道の項の下欄に掲げる活動並びにこの表の
経営・管理の項から教育の項まで及び企業内転勤の項から興行の項までの下欄に掲げる活動を除く。）

○ 出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令（平成２年法務省令第１６号）（抄）

活 動 基 準

法別表第一
の二の表の
技術・人文
知識・国際
業務の項の
下欄に掲げ
る活動

申請人が次のいずれにも該当していること。ただし、申請人が、外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措置法（昭和
六十一年法律第六十六号）第五十八条の二に規定する国際仲裁事件の手続等及び国際調停事件の手続についての代理に係
る業務に従事しようとする場合は、この限りでない。
一 申請人が自然科学又は人文科学の分野に属する技術又は知識を必要とする業務に従事しようとする場合は、従事しようとす
る業務について、次のいずれかに該当し、これに必要な技術又は知識を修得していること。ただし、申請人が情報処理に関する
技術又は知識を要する業務に従事しようとする場合で、法務大臣が告示をもって定める情報処理技術に関する試験に合格し又
は法務大臣が告示をもって定める情報処理技術に関する資格を有しているときは、この限りでない。
イ 当該技術若しくは知識に関連する科目を専攻して大学を卒業し、又はこれと同等以上の教育を受けたこと。
ロ 当該技術又は知識に関連する科目を専攻して本邦の専修学校の専門課程を修了（当該修了に関し法務大臣が告示をもっ
て定める要件に該当する場合に限る。）したこと。
ハ 十年以上の実務経験（大学、高等専門学校、高等学校、中等教育学校の後期課程又は専修学校の専門課程において当該
技術又は知識に関連する科目を専攻した期間を含む。）を有すること。

二 申請人が外国の文化に基盤を有する思考又は感受性を必要とする業務に従事しようとする場合は、次のいずれにも該当し
ていること。
イ 翻訳、通訳、語学の指導、広報、宣伝又は海外取引業務、服飾若しくは室内装飾に係るデザイン、商品開発その他これらに
類似する業務に従事すること。
ロ 従事しようとする業務に関連する業務について三年以上の実務経験を有すること。ただし、大学を卒業した者が翻訳、通訳
又は語学の指導に係る業務に従事する場合は、この限りでない。

三 日本人が従事する場合に受ける報酬と同等額以上の報酬を受けること。
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カテゴリー１ カテゴリー２ カテゴリー３ カテゴリー４

1 在留資格認定証明書交付申請書 ○ ○ ○ ○

2

写真（縦４cm×横３cm）

※申請前６か月以内に正面から撮影された無帽、無背

景で鮮明なもの。

※写真の裏面に申請人の氏名を記載し、申請書の写真

欄に貼付してください。

○ ○ ○ ○

3

返信用封筒

（定形封筒に宛名及び宛先を明記の上、必要な額の郵

便切手（簡易書留用）を貼付したもの）

※申請結果（在留資格認定証明書等）の返送に使用す

るものです。

○ ○ ○ ○

5

専門学校を卒業し、専門士又は高度専門士の称号を

付与された者については、専門士又は高度専門士の

称号を付与されたことを証明する文書

△ △ △ △

6

派遣契約に基づいて就労する場合（申請人が被派遣

者の場合）は、派遣先での活動内容を明らかにする

資料（労働条件通知書（雇用契約書）等の写し）

△ △ △ △

「技術・人文知識・国際業務」に係る提出書類一覧【カテゴリー１・２・３・４共通】

（在留資格認定証明書交付申請用） 〈表１〉

所属機関のカテゴリーNo. 提出書類

提出の要否

チェック

ボックス

□

所属機関がいずれのカテゴリーに該当するかを証明す

る文書

※右記の書類の中で、提出可能な書類を提出してくだ

さい。

※提出可能な書類がない場合は、カテゴリー４に該当

することとなります。

□

□

□

□

□

4

○四季報の写し又は日本

の証券取引所に上場して

いることを証明する文書

（写し）

○主務官庁から設立の許

可を受けたことを証明す

る文書（写し）

○高度専門職省令第１条

第１項各号の表の特別加

算の項の中欄イ又はロの

対象企業（イノベーショ

ン創出企業）であること

を証明する文書（例え

ば、補助金交付決定通知

書の写し）

○「一定の条件を満たす

企業等」であることを証

明する文書（例えば、認

定証等の写し）

○前年分の職員の給与所

得の源泉徴収票等の法定

調書合計表（受付印のあ

るものの写し）

○在留申請オンラインシ

ステムに係る利用申出の

承認を受けていることを

証明する文書（利用申出

に係る承認のお知らせ

メール等）

○前年分の職員の給与所

得の源泉徴収票等の法定

調書合計表（受付印のあ

るものの写し）
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カテゴリー３ カテゴリー４

7

活動内容等を明らかにするいずれかの資料

（１）労働契約を締結する場合

労働基準補う第15条第１項及び同胞施行規則第５条に基づき、労働者

に交付される労働条件を明示する文書

（２）日本法人である会社の役員に就任する場合

役員報酬を定める定款の写し又は役員報酬を決議した株主総会の

議事録（報酬委員会が設置されている会社にあっては同委員会の

議事録）の写し

（３）外国法人内の日本支店に転勤する場合及び会社以外の団体の役員

に就任する場合

地位（担当業務）、期間及び支払われる報酬額を明らかにする所属

団体の文書

○ ○

9 登記事項証明書 ○ ○

10

事業内容を明らかにする次のいずれかの資料

（１）勤務先等の沿革、役員、組織、事業内容（主要取引先と取引実績を含む。）

  等が詳細に記載された案内書

（２）その他勤務先等の作成した上記（１）に準ずる文書

○ ○

11
直近年度の決算文書の写し

※新規事業の場合は事業計画書
○ ○

12

前年分の職員の給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表を提出できない理由を

明らかにする次のいずれかの資料

（１）源泉徴収の免除を受ける機関の場合

外国法人の源泉徴収に対する免除証明書その他の源泉徴収を要しないことを

明らかにする資料

（２）上記（１）を除く機関の場合

ア 給与支払事務所等の開設届書の写し

イ 次のいずれかの資料

（ア）直近３か月分の給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書（領収日

付印のあるものの写し）

（イ）納期の特例を受けている場合は、その承認を受けていることを明らか

にする資料

○

「技術・人文知識・国際業務」に係る提出書類一覧【カテゴリー３・４】

（在留資格認定証明書交付申請用） 〈表２〉

所属機関のカテゴリーNo. 提出書類

提出の要否

チェック

ボックス

8

学歴及び職歴その他経歴等を証明する文書

（１）申請に係る技術又は知識を要する職務に従事した機関及び内容並びに期間

を明示した履歴書

（２）学歴又は職歴等を証明する次のいずれかの文書

ア 大学等の卒業証明書又はこれと同等以上の教育を受けたことを証明する

文書。なお、DOEACC制度の資格保有者の場合は、DOEACC資格の認定証

（レベル「A」、「B」又は「C」に限る。）

イ 在職証明書等で、関連する業務に従事した期間を証明する文書（大学、

高等専門学校、高等学校又は専修学校の専門課程において当該技術又は

知識に係る科目を専攻した期間の記載された当該学校からの証明書を含む。）

ウ IT技術者については、法務大臣が特例告示をもって定める「情報処理

技術」に関する試験又は資格の合格証書又は資格証書

※５の資料を提出している場合は不要

エ 外国の文化に基盤を有する思考又は感受性を必要とする業務に従事する

場合（大学を卒業した者が翻訳・通訳又は語学の指導に従事する場合を除

く。）は、関連する業務について３年以上の実務経験を証明する文書

○ ○ □

□

□

□

□

□
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